
地方創生関係交付金に係る事業の実施状況について

交付金・制度の名称 実施年 事業の主な内容 進捗状況（R３年度実績） 総事業費 重要業績評価指標（KPI）
交付金期間終了時の

目標指標値
R３実績値

(参考：R２実績値)
進捗
状況

医療費抑制額
△3,510万

円
（R4）

△3,522
万円

↗

数値
上昇
傾向

介護リスクの抑
制率

△15％
（3市町合
計/R4）

△0.5％
/17.0％
（＋2.8％
/17.6％）

→
数値
維持
傾向

プログラム参加
者数

累計
700人増
（R4）

670人増
（1,023人

増）

→
数値
維持
傾向

20代、30代の社
会動態

13人の改善
（R3)

▲34
（▲20）

未達成

空き家バンクの
閲覧件数

1,500件増
（R3)

6,695件増
（3,350件

増）
達成

空き家バンクの
活用件数

2件増
（R3)

15件増
（10件増）

達成

認定された取り組み

・コロナ禍により、30歳の同窓会や異業種交流会は中止と
なったが、その分、SNSによる情報発信に注力。また、コロ
ナ禍での首都圏交流事業として地元産品購入支援を実施した
結果、関係人口の維持や新たなさぽーた入会が増加した。
・移住定住支援サイトにより、移住検討を目的とした現地視
察の交通費補助制度を紹介し、きめ細かな問い合わせ対応と
併せて受入体制を徹底した結果、照会や制度利用が増加して
いる。
・空き家バンクHPの閲覧数は増加傾向にある。その他、市外
へ発送する固定資産税納付書の封筒へラベル貼り付けや見附
市不動産協会と協力して不動産フェアの実施や空き家バンク
登録物件を広く募集するなど広報を展開。
並行し、雑誌の無料掲載や、積極的な問い合わせ対応で、空
き家バンク登録物件の販売促進にも注力し、Ｒ3年単年度の
成約実績は15件となった。

30,335

（R1）
10,735
（R2）
10,500
（R3）
9,100

②
地方創生推進
交付金
（31年度認定
分）

H31(R1)
～

R3年度

住宅環境の整備
を軸とした首都
圏一極集中の抑
制及び
魅力ある地方都
市像の形成促進
事業

・物件の掘り起こしと調査、建築業
界・金融機関等と連携した流通に向け
た情報整理、住宅情報の発信などによ
り、中古住宅市場の流通量を増加させ
る取り組みを行う。
・見附市の情報発信、首都圏からのＵ
Ｉターン促進、若年層を主な対象とし
た見附市への愛着心の醸成などによ
り、移住・住み替えを促進させる。
・市民の意識を高めるための周知、市
外への情報発信などにより、住宅の高
性能化を先導・促進する取り組みを行
う。

H30
～

R4年度

健幸まちづくり
に向けた成果連
動型手法（ＳＩ
Ｂ）を
活用した自治体
連携ヘルスケア
サービス構築事
業
（広域分）

・参加者が約1400人で頭打ちとなって
いる健康運動教室への参加者を増や
し、医療費の抑制や介護認定の低減を
図る。
・健幸ポイント参加者を増加させ、普
段の生活の中で運動・健康への意識を
高めるとともに参加者の健康行動によ
り生活習慣病を予防するなどポピュ
レーションアプローチを行う。また参
加者へのインセンティブにより、地域
経済や地域貢献への寄与が期待され
る。

・コロナ禍における、健康二次被害防止キャンペーンの実
施、就労層向けの夜間短期コースの開催、健診受診者向け
PR、健幸アンバサダーを通じた勧誘等を実施し、新規参加者
では健幸ポイント264人、健康運動教室では、125人獲得し
た。
・本事業を開始した、H30年度から医療費抑制額について検
証した結果、見附市、川西市、白子町の3市町全体で、R1年
度医療費（国保＋後期高齢）は、初年度開始群が14.9万円/
人、2年度開始群が14.3万円/人の医療費抑制効果が確認され
たほか、３か年継続した参加者では、運動不十分層の65-74
歳高齢者で12.7万円、75歳以上高齢者では25.5万円/人、運
動充足層では、15.4万円/人、26万円/人の抑制効果が統計
的優位差により確認されており、事業実施に一定の効果があ
ると認められる。（他社保の値を含む）
・介護給付費についても、3市町全体で、5.8万円/人の抑制
効果が確認できている。
【企業版ふるさと納税】
・R2年度より企業版ふるさと納税の受付を開始
（R2実績：5社/50万円、R3実績：４社/80万円）

297,244

（H30）
50,422
（R1）
54,069
（R2）
64,251
（R3）
64,251
（R4）
64,251

①
地方創生推進
交付金
（30年度認定
分）

資料４

（事業費単位︓千円）


